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◼ 保全活動実施主体（申請者・管理者）及び支援者が自然共生サイトの取組において、各フェーズで活用・
受けることができるインセンティブの一覧（案）を以下に整理した。

申請前 申請 認定 認定後

保全活動
実施主体
（申請者・
管理者）

支援者

認定証 授与

支援証明書 授与

マッチング支援

ポータルサイト活用（専門家派遣、人材バンク等）

企業版ふるさと納税の活用等

補助金・助成金の活用等

見える化システムを
活用した申請支援

簡易モニタリング手法、
ガイドラインの活用

認定前に支援があった場
合、支援証明書の発行
対象とするかは要議論

条件に合致すれば既存制度（
生物多様性保全推進支援事業
等）の活用は可能

3. その他インセンティブ施策について
3.1. インセンティブ施策の全体像
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3. その他インセンティブ施策について
3.2. 検討中の伴走支援施策

◼サイト認定等に向けた支援、あるいは認定後の適切なモニタリング等の支援に関し、専門家の方々にご助

言をいただく機会を設ける「専門家派遣」を伴走支援施策として検討している。

◼今年度は、制度設計に向けた課題の洗い出し等を目的に、試行的に自然共生サイトへの申請を検討し

ているサイトへの専門家の派遣を行う。

◼将来的には、専門家への相談を希望するサイト管理者が、適切な専門家にコンタクトしやすくなるような

ポータルの整備を検討。

◼また、今年度の試行等を通じて相談実績を蓄積し、本制度を運用していくに当たって必要となるマニュアル

等の検討・整備を進め、将来的には、全国各地で協力いただける専門家に共有することを目指す。

本省

地方環境事務所

認定を目指す主体 有識者

適宜情報共有・相談など

有識者の紹介依頼・

その他認定に向けた相談など

有識者の紹介・

相談回答など

協力依頼

協力依頼

※地方事務所を介さない直接の依頼も可

技術的助言など

地方環境事務所や
有識者への連絡を可能にするポー
タルサイトの整備・管理など

【将来イメージ】
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◼今年度の試行のスケジュールは下記のとおり。派遣する有識者や派遣先のサイトは現在検討中。（地方

環境事務所とも連携し、課題が比較的明確であること、生態系の種類バランス等を考慮して選定）

【今年度】
（本省）※地方事務所と連携
• 3件程度のサイトにおいて専門家派遣の試行を

実施
• 環境省の既存の人材登録制度等を活用しなが

ら、協力いただけそうな有識者に声掛け
• 派遣する有識者が参照できるガイドラインや仲介

を行う地方事務所向けのマニュアルの作成着手

【来年度以降】
（本省）
• 引き続き、協力いただける有識者へのお声掛け、

人材リストの整備
• 派遣する有識者が参照できるガイドラインや仲介

を行う地方事務所向けのマニュアルの整備
• ポータルサイトの検討
（地方事務所）
• 地方単位での有識者への協力依頼
• 依頼に基づいた有識者の紹介
• 相談事項に対し、アドバイス等を実施

派遣先及び派遣する有識者の検討・協力依頼

派遣先及び派遣する有識者の決定

有識者との事前打合せ・有識者派遣

・派遣先及び派遣された有識者へのヒアリング
・試行により明らかになった課題の整理 等

～10月中旬

10月中旬～11月上旬

11月上旬～適宜

1月～2月

専門家派遣試行スケジュール 全体的な進め方

3. その他インセンティブ施策について
3.3. 伴走支援施策試行のスケジュールと参加条件



©︎2022 ABeam Consulting Ltd.confidential 4

◼各地方自治体で管理する既存の補助金・地方税の免税制度のうち、緑地や自然環境の保全に資する

ような制度の情報を取りまとめ、環境省HPで公開するための準備を進めているところ。

◼生物多様性自治体ネットワークに加盟する地方公共団体を対象とし、調査を実施。

※国の制度等については、既に関係省庁で取りまとめている資料やホームページ等があるため、関連リンクを

整理する等の対応を予定。

対象の自治体に調査票を送付

調査票の回答締切

回答結果の取りまとめ

環境省HPで公開

10月中旬

11月下旬

12月～１月頃

2月頃

スケジュール

① 自治体名

② 支援措置名

③ 申請条件・補助要件

④ 対象

⑤ 年数

⑥ 補助金額

⑦ 関連URL

ヒアリング項目

3. その他インセンティブ施策について
3.4. 既存の補助金・税制の活用に係る調査


